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１ 業務継続計画とは 
業務継続計画（Business Continuity Plan）とは、災害時行政自らも被災し、人、物、

情報やライフライン等、利用できる資源に制約がある状況下において、優先的に実施すべ

き業務（非常時優先業務）を特定するとともに、業務の執行体制や対応手順、継続に必要

な資源の確保等、あらかじめ定める計画である。 

 

【非常時優先業務とは】 

業務継続体制を検討するにあたって

は、大規模な地震発災時にあっても優先

して実施すべき業務を特定する必要が

ある。これを非常時優先業務という。 

具体的には、災害応急対策業務や早期 

実施の優先度が高い復旧・復興業務の 

ほか、業務継続の優先度の高い通常業務

が対象となる。発災後しばらくの期間

は、各種の必要資源を非常時優先業務に

優先的に割り当てるために、非常時優先

業務以外の通常業務は積極的に休止 

するか、または非常時優先業務の継続の

支障とならない範囲で業務を実施する。 
 

 

図 1-1 非常時優先業務のイメージ 

（出典：内閣府 大規模災害発生時におけ

る地方公共団体の業務継続の手引き） 
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表 1-2 地域防災計画との関係（相違点） 

 地域防災計画 業務継続計画 

作成主体等 佐々町防災会議が作成し、県、

町、防災関係機関等が実施する

計画である。 

町が作成し、自らが実施する計

画である。 

計画の趣旨 災害対策基本法に基づき、発災

時又は事前に実施すべき災害

対策に係る実施事項や役割分

担等を規定するための計画で

ある。 

発災時に必要資源に制約があ

る状況下であっても、非常時優

先業務を目標とする時間・時期

までに実施できるようにする

（実効性の確保）ための計画で

もある。 

行政の被災 行政の被災は必ずしも想定す

る必要はないが、業務継続計画

の策定などによる業務継続性

の確保等については計画に定

める必要がある。 

行政の被災を想定（庁舎、職員、

電力、情報システム、通信等の

必要資源の被災を評価）し、利

用できる必要資源を前提に計

画を策定する必要がある。 

対象業務 災害対策に係る業務（災害予

防、災害応急対策、災害復旧・

復興）を対象とする。 

非常時優先業務を対象とする

（災害応急対策、災害復旧・復

興業務だけでなく、優先度の高

い通常業務も含まれる）。 

業務開始目標時間 業務開始目標時間は必ずしも

定める必要はない。 

非常時優先業務ごとに業務開

始目標時間を定める必要があ

る（必要資源を確保し、目標と

する時間までに、非常時優先業

務を開始・再開する）。 

業務に従事する職員の 

水・食料等の確保 

業務に従事する職員の水・食

料、トイレ等の確保に係る記載

は、必ずしも記載する必要はな

い。 

業務に従事する職員の水・食

料、トイレ等の確保について検

討のうえ、記載する必要があ

る。 
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２ 業務継続計画の必要性 
大規模災害が発生した際、町は災害対応の主体として重要な役割を担う。過去の災害を

振り返ると、首長の不在、庁舎や電気・通信機器の使用不能等により、災害対応に支障を

きたした事例もある。 

これらを鑑み、町では、災害時に資源（人、物、情報等）が制約を受けた場合でも、一

定の業務を的確に行えるよう、その対策を事前に準備しておくため、業務継続計画を策定

する。 
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３ 業務継続計画の効果 
業務継続計画を策定し必要な措置を講じることにより、図 3-1 に示すように、業務立ち

上げ時間の短縮や発災直後の業務レベル向上といった効果を得る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-1 業務継続計画の実践に伴う効果のイメージ 

（出典：内閣府 大規模災害発生時における地方公共団体の業務継続の手引き） 

 

 また、災害時は時間の経過とともに応急業務が減少していき、図３-２のように、通常

業務を徐々に再開させていく。佐々町業務継続計画で不足する人的・物的資源を明確化

し、別途定める災害時受援計画において当該不足する資源を補完する検討を行う。 

 

図 3-２ 発災後に市町村が実施する業務の推移 

（出典：内閣府 大規模災害発生時における地方公共団体の業務継続の手引き） 

   ※ 時間の経過とともに応急業務は縮小していくが、図 3-2 に記載されている以外の復

旧・復興業務が徐々に増加していくことに留意する。 
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４ 業務継続計画の基本方針 
大規模災害発生時には、次の６点の方針に基づいて非常時優先業務を特定し、業務の 

継続を図る。 

 

町は大規模災害時における非常時優先業務については、次の方針に基づいて業務継続
を図る。 

（１）災害発生時においては、町民の生命、身体、財産を保護し、被害を最小限にとど
めるため、非常時優先業務の中でも特に災害応急対策業務を最優先に実施する。 

（２）非常時優先業務の実施に必要な人的・物的資源は、限られた資源を最大限有効活
用するため、全庁横断的に調整する。 

（３）発生から 72 時間までは、人命に係る災害緊急業務に重点を置く。 

（４）イベント、会議等は、原則として中止、延期する。 

（５）災害復旧・復興業務は、災害応急対策業務と並行し早期に実施するべき基本的な
業務を対象とする。 

（６）優先度の高い継続する通常業務は、災害応急対策業務に影響を与えない範囲で、
順次再開する。 
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５ 想定する地震及び被害想定 
本町において、町全体に同時発生するおそれのある災害は、地震、土砂災害及び津波災

害が挙げられる。これらの災害の中で特に予知が困難である地震災害の状況を想定するも

のとする。 

長崎県は、県内における地震等における災害危険性を科学的総合的に評価し、地震等防

災対策上の基礎資料として、県・市町地域防災計画に反映することを目的として平成 18

年３月に「長崎県地震等防災アセスメント調査」を実施した。 

 

佐々町業務継続計画において想定する地震は、【震源：佐世保市中心部直下】とする。 

〔出典：長崎県地震等防災アセスメント調査報告書（平成 18 年 3 月）〕 

 

（１）震度予測 

佐々町においては、震度６弱～６強と想定されている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図５－１ 
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（２）揺れによる建物被害予測（震源：佐世保市 中心部直下） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）建物被害による人的被害予測（震源：佐世保市 中心部直下） 
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（４）揺れによる建物被害予測（震源：佐世保市 中心部直下） 

木 造 非木造 

大破棟数 大破率 
中破以上

棟数 

中破以上

率 

木造 

全棟数 
大破棟数 大破率 

中破以上

棟数 

中破以上

率 

非木造 

全棟数 

456 13.06% 798 22.88% 3,488 51 5.72% 105 11.66% 899 

 

 

（５）建物被害による人的被害予測（震源：佐世保市 中心部直下） 

建物被害による人的被害 

死者数 死者率 負傷者数 負傷者率 重傷者数 重傷者率 屋内人口 

27 0.20% 168 1.20% 19 0.13% 13,944 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

8



 

６ 職員の参集予測 
発災後における職員の参集人数予測については、地震により参集に制約が生じることを

踏まえ、以下の考え方とする。なお、参集先は各勤務先とする。 

 

【職員の参集予測条件】 

参集時間 対象 職員参集の考え方 

3 時間 

以内 

10km 圏内の職員の 6 割 

 

0.5h：準備 

2.5h：歩行 4km/h×2.5h＝10km 

徒歩（4km/h）で参集すると想定し、10km 圏内の

職員を対象とする。 

しかし、職員またはその家族の被災により職員の１割

が参集できないものとする。 

さらに、職員の３割が救出・救助活動に従事するため、

残りの６割が参集可能とする。 

24 時間 

以内 
20km 圏内の職員の 6 割 

20km を超えると参集・帰宅困難者となると想定し、

20km 圏内の職員を対象とする。 

しかし、３時間以内の参集と同様に４割の職員は参集

できないものとする。 

3 日以内 24 時間以内と同じ考え方 

1 週間 

以内 
全職員の 9 割 

地震の発生３日以降、公共機関は徐々に回復し、

20km を超える職員も参集可能とする。ただし、職

員またはその家族の被災により職員の１割が参集で

きないものとする。 

2 週間 

以内 
1 週間以内と同じ考え方 

1 か月 

以内 
1 週間以内と同じ考え方 

 

図６-1 職員参集予測結果 
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７ 業務継続計画の発動及び解除 
（１）発動 

以下のいずれかに該当した場合、発動される。 

 ア 大規模な災害により、佐々町災害対策本部が設置されるとともに、佐々町域及び

佐々町役場機能に甚大な被害が生じた場合 

イ 佐々町災害対策本部長が必要と認めた場合 

 

（２）発動・解除権限者 

佐々町災害対策本部長（佐々町長） 

 

（３）解除 

災害応急対策がおおむね完了したと災害対策本部長が認めたときに、本計画の解除を

宣言する。 

ただし、解除の宣言前であっても、応急業務の進捗状況に応じて、休止した通常業務

を順次再開するものとする。 

 

８ ＰＤＣＡサイクルによる計画の推進 
非常時優先業務を効果的に遂行するためには、計画を管理・運用していく必要がある。 

職員が非常時優先業務の重要性を理解し、個々の職員に課せられた役割を確実に果たせ

るように、訓練や実際の災害対応等を通じて検証する。 

町では、毎年の災害対応や職員向けの訓練を通じて顕在化した課題を整理し、本計画に

反映していくこととする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図８-1 ＰＤＣＡサイクル 

ＡＣＴ 

計画の見直し 

ＰＬＡＮ 

計画の策定 

ＤＯ 

教育・訓練の実施 

ＣＨＥＣＫ 

点検・検証 
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９ 佐々町業務継続計画の重要６要素 
佐々町業務継続計画においては、以下に示す重要６要素について定めるものとする。 

 

項目 内容 

(1)首長不在時の明

確な代行順位及

び職員の参集体

制 

緊急時に重要な意思決定に支障を生じさせないために、首長が不在

の場合の職務の代行順位を定める。また、非常時優先業務の遂行に

必要な人数の職員が参集するよう、災害時の職員の参集体制を定め

る。 

(2)本庁舎が使用で

きなくなった場

合の代替庁舎の

特定 

地震による建物の損壊等で本庁舎が使用できなくなる場合がある

ので、本庁舎が使用不能となった場合の執務場所となる代替庁舎を

定める。 

(3)電気、水、食料

等の確保 

停電に備え、非常用発電機とその燃料を確保する。また、孤立によ

り、外部からの水、食料等の調達が不可能となる場合があるので、

業務を遂行する職員等のための水、食料等を確保する。 

(4)災害時にもつな

がりやすい多様

な通信手段の確

保 

断線、輻輳等により固定電話、携帯電話等が使用不能な場合でも使

用可能となる通信手段を確保する。 

(5)重要な行政デー

タのバックアッ

プ 

業務の遂行に必要となる重要な行政データのバックアップを確保

する。 

(6)非常時優先業務

の整理 

非常時に優先して実施すべき業務を整理する。 
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（１）首長不在時の明確な代行順位及び職員の参集体制 

 

ア 町長（災害対策本部長）の職務代行の順位 

第１順位 第２順位 第３順位 

副町長 教育長 
総務理事 

（総務課長） 

 

イ 参集体制（風水害） 

区分 体制 参集課室・職員 

①気象警報が発表されたとき 

（波浪警報は除く） 

②長時間の降雨等により、河川の

警戒、土砂災害危険箇所の警戒

が必要と予測されるとき 

③注意体制をとるべき警戒が発表

され、災害発生の危険性がある

とき、又は強い台風が、夜間か

ら明け方に接近通過することが

予測されるとき 

災害警戒本部 

○本部長：総務課長 1 名 

○副本部長：総務課参事（課長

補佐） 1 名 

○本部員：総務課、建設課、産

業経済課の職員で担当課長

が指定した職員 

・災害が発生するおそれがある場合、

又は軽微な災害が発生した場合 

第 1 配備 

（災害警戒本部） 

職員：20 人程度（総務課、建

設課、産業経済課の職

員） 

・局地的な災害、又は相当な災害が

発生し、または発生のおそれがあ

る場合 

第 2 配備 

（災害警戒本部） 
職員：40 人程度 

①大規模な災害の発生が予想され、

その対策を要すると認められると

き。 

②又は災害が発生し、その規模及び

範囲から判断し、災害対策本部を

設置して対策を講ずる必要がある

と本部長が認めたとき 

第 3 配備 

（災害対策本部） 

全職員：約 100 人 

消防団全団員 
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ウ 参集体制（地震・津波） 

区分 体制 参集課室・職員 

①震度４の地震が発生したとき 

②長崎県西方域に津波注意報が発令

されたとき 

災害警戒本部 

○本部長：総務課長 1 名 

○副本部長：総務課参事（課長

補佐） 1 名 

○本部員：総務課、建設課、産

業経済課の職員で担当課長

が指定した職員 

・災害が発生するおそれがある場合、

又は軽微な災害が発生した場合 

第 1 配備 

（災害警戒本部） 

職員：20 人程度（総務課、建

設課、産業経済課の職

員） 

・局地的な災害、又は相当な災害が

発生し、または発生のおそれがあ

る場合 

第 2 配備 

（災害警戒本部） 
職員：40 人程度 

①町内に震度５弱以上の地震が発

生、あるいは長崎県西方域に津波

警報が発表された場合 

②又は災害が発生し、その規模及び

範囲から判断し、災害対策本部を

設置して対策を講ずる必要がある

と本部長が認めたとき 

第 3 配備 

（災害対策本部） 

全職員：約 100 人 

消防団全団員 

 

※災害対策本部への切り替え：大規模な災害の発生が予想され、又は災害が発生し、その

規模及び範囲から、対策を講ずる必要が生じたとき 

 

エ 今後の検討事項 

 

 

 

 

 

 

・第 1 配備から第 3 配備までの災害事象について、具体化していく必要がある。 

13



 

オ 災害時の体制確立における対策案 

対 策 概 要 

職員の健康管理 

・被災や非常時優先業務への従事等により、肉体

的・精神的に過度の負担がかかるおそれがあるた

め、職員に対し、可能な限り定期的に休息をとれ

るよう配慮するなど、心のケアを含めた適切な健

康管理を実施する。 

・他の自治体から職員派遣があった場合には、その

職員に対しても実施する。 

職員の緊急連絡先の整理 

・部署ごとに緊急連絡先等をあらかじめ整理すると

ともに、年度当初に更新する。 

・個人情報等を記載する場合には、保管方法や取扱

いについて定めて保守を徹底する。 

受援計画の策定 
・受援計画を策定し、他自治体職員、民間事業者、

災害ボランティア等の受援体制を確立する。 

他の自治体等からの応援の受入れ

に関する協定の締結を推進 

・他の自治体等から応援を受け入れるための協定を

積極的に締結することで相互援助協定自治体を

増やし、発災後には協定を締結している自治体に

対して職員派遣要請を迅速に行う。 

・特に、専門的な知識や技能が必要な業務がある部

署については、他の自治体等との協定により専門

的な知識や技能を有する人員の確保を図る。 

・協定は、大規模災害時に同時に被災しないであろ

う自治体との締結を推進する。 

他の自治体等からの応援の効果的

な活用 

・他の自治体等からの応援を迅速に受け入れ、効果

的に活用できるよう、非常時優先業務のうち、他

の自治体等からの応援を活用できる業務を事前

に特定しておく。 

・災害対策本部内に、応援を一括して、円滑に受け

入れるための班（例：受援班）を設置する。 

動員基準の周知 
・防災訓練等の際に、発災時に職員が参集する動員

基準や、参集に係る心得等を周知する。 

各本部員の代行者の指名 
・各本部員が不在の場合の代行者について、事前に

複数名を指名する。 
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（２）本庁舎が使用できなくなった場合の代替庁舎の特定 

災害対策本部の設置場所は、佐々町役場である。 

また、代替施設として、地域交流センター・健康相談センターを挙げ、整理を行った。 

施設名  

建築年 

（耐震

対応済

みの場

合○） 

災害危険度 附帯設備・事務機器等 

津
波 

液
状
化 

洪
水 

そ
の
他
（
土
砂
災

害
・
火
災
等
） 

非常用 

発電機 

／燃料 

通信 

機器 

情報 

システム 

水・食料、トイレ

等（職員用） 

コピー

用紙・

トナー

佐々町役場 
S44 

× 
〇 〇

× 

佐々川

浸水深

0.5ｍ

未満 

○ 

○ 

発電機 

軽油 

タンク容

量 

500  

・災害時優

先電話 

・長崎県防

災行政無

線（地上

系及び衛

星系各２

回線） 

・インター

ネット回

線 

長崎県防災

システム 

× 

（流通備蓄有）
○ 

地域交流セン

ター 

H29 

○ 
○ ○ ○ 

× 

土砂災

害警戒

区域内

○ 

発電機 

軽油 

30  

・インター

ネット回

線（隣の

公民館に

あり） 

× 

○ 

水 

アルファ米 

毛布 

（流通備蓄有）

○ 

健康相談セン

ター 

H9 

◯ 
〇 〇

× 

佐々川

浸水深

0.5ｍ

未満 

〇 × 

・インター

ネット回

線 

× 
× 

（流通備蓄有）
○ 

※災害危険度については、「発生の可能性がない（極めて低い）」、「対策が取られている」等危険度が 

低い場合は「○」、危険度が高い場合は「×」、「その他」は、危険度が高い災害等を明記し、「×」を

記入。 

 

ア 今後の検討事項 

 

 

 

 

 

・佐々町役場は、耐震性の確保、洪水対策が必要。 

・地域交流センター、健康相談センターは、代替施設として、設備、機器等の充実が

必要。 

・風水害時には３施設とも被災する可能性があるため、さらなる代替施設の確保を検

討する必要がある。 
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イ 庁舎における業務継続の対策案 

（ア）代替庁舎 

対 策 概 要 

役場庁舎の新設 

・現在の役場庁舎は耐震性が確保されておらず、ま

た洪水の浸水リスクもあるため、町では新庁舎の

整備を検討している。新庁舎においても、災害リ

スクへの対策、設備、機器等の充実が必要となる。

 

（イ）執務環境の整備 

対 策 概 要 

安全対策の実施 

・庁舎やその他施設において、什器等の転倒防止対

策、書架等の扉開放防止対策、ガラス等の落下・

飛散防止対策を実施する。 

救助用資機材の確保 

・転倒したキャビネットの移動や、職員がキャビネ

ット等の下敷きになった場合の救助等に使用す

る資機材を確保する。 

 

（ウ）情報システムの維持 

対 策 概 要 

パソコン等の転落防止対策の実施
・各部署において管理するパソコンやサーバー等の

転落防止対策を実施する。 

 

（エ）トイレの確保 

対 策 概 要 

仮設トイレ等の備蓄 

・断水時でも使用できる組立式簡易トイレや携帯ト

イレ等を備蓄する。 

・備蓄する際には、男女別や和式・洋式別などの必

要個数を設定する。 

仮設トイレ等の設置場所の確保 ・仮設トイレの設置場所を確保する。 

利用方法の周知 
・仮設トイレ等の設置場所や利用方法について職員

に周知する。 

仮設トイレ等の確保に関する協定

の締結 

・レンタル事業者等との優先的な仮設トイレ等の供

給に関する協定を締結する。 

衛生面の確保に関する協定の締結
・仮設トイレの汲み取りについて、地元業者と協定

を締結する。 
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（オ）消耗品（コピー用紙、トナー等）の確保 

対 策 概 要 

在庫の保有 

・消耗品は物流に停滞が生じた場合に確保が難しく

なることから、発災時には調達が困難となること

を考慮し、平常時より消耗品の使用量の把握を行

い、１か月分程度の消耗品を確保する。 

庁内での融通 
・非常時優先業務の実施に必要な消耗品について、

庁内での融通を図る。 

被災しない保管場所の設定 ・消耗品の在庫は、被災しない場所に保管する。 

消耗品の供給に関する協定の締結
・発災時における消耗品の供給に関する協定を締結

する。 
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（３）電気、水、食料等の確保 

ア 非常用電源と燃料の確保 

施設名 確保の状況 

佐々町役場 

非常用発電機 

（電力会社からの電源供給が途絶えても、自動的

に切り替わり、一定時間電源を供給できる発電機、

1 台） 

軽油、タンク容量 500L 

非常用電源の利用可能時間：10.7 時間 

地域交流センター 

非常用発電機（隣接の町民体育館の屋上に設置、

１台） 

軽油、30L 

非常用電源の利用可能時間：12 時間 

健康相談センター 非常用電源・燃料の確保：なし 

 

イ 職員用の水、食料等の備蓄 

施設名 確保の状況 

佐々町役場 なし 

地域交流センター 

・500ml ペットボトル 7,896 本 

・アルファ米      1,250 食 

・毛布          220 枚 

・簡易トイレ         2,000 回分 

健康相談センター なし 

※その他、協定による備蓄あり 

 

ウ 物資援助協定 

生活物資 

マックスバリュ九州（災害時における物資の供給に関する協定） 

アリアケジャパン㈱（災害時における食糧等の供給協力に関する協定） 

ナフコ㈱（災害時における物資提供に関する協定） 

生活協同組合ララコープ（災害時における物資提供に関する協定） 

燃料 
長崎県ＬＰガス協会佐世保支部（災害時におけるＬＰガス供給に関する協

定） 
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エ 今後の検討事項 

 

 

 

 

 

オ 電気、水・食料の確保における対策案 

（ア）電力、燃料の確保 

対 策 概 要 

非常用電源の起動方法の周知 

・設置された非常用電源は自動起動となっている

が、手動による稼動方法について、マニュアルの

ほか、訓練等においても確認を行うなど、職員へ

の周知を図る。 

非常用電源用燃料の備蓄 

・非常用電源用燃料の備蓄については、電力の復旧

が長期化することを想定して、１週間分程度確保

することを目標とする。 

非常用電源用燃料の供給に関する

協定の締結 

・備蓄量だけで不足する場合を想定し、燃料の供給

に関する協定を締結する。 

非常用電源用燃料の融通等 

・備蓄している燃料を施設間で融通できる体制を構

築する。 

・非常用電源機器の統一化を検討する（燃料も統一

化を図ることができ、融通しやすくなる。）。 

停電時の業務継続方法の確立 

・停電により、パソコンやシステム等が使用できな

い場合でも、可能な限り非常時優先業務を遂行で

きるよう、あらかじめ業務マニュアルや申請書を

印刷しておく等の対策を実施する。 

 

（イ）職員用の水・食料等の確保 

対 策 概 要 

各職員における個人備蓄 
・各職員が発災時に備えて、３日分の飲料水や食料、

生活用品を、自宅及び職場に個人で備蓄を行う。

職員用の飲料水や食料、生活用品

の備蓄 
・職員用の飲料水や食料、生活用品を備蓄する。 

職員用の飲料水や食料、生活用品

の供給に関する協定の締結 

・発災時における市民用の飲料水や食料、生活用品

等の供給に関する協定を締結した業者に対して、

職員用の飲料水や食料、生活用品等の供給に関す

る協定をあわせて締結する。 

被災しない保管場所の設定 
・職員用の飲料水や食料、生活用品を備蓄する場合

には、被災しない場所に保管する。 

・代替施設における非常用電源・燃料の確保が必要。 

・職員用の水、食料等の確保が必要。 

・停電時の自家発電は７２時間（３日間）の稼働時間が確保できるよう燃料の供給に 

関する協定を検討する。 
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（４）災害時にもつながりやすい多様な通信手段の確保 

施設名等 通信手段等 

佐々町役場 

・防災行政無線（同報系） 

親局１局、中継局１局、再送信子局２局、子局６６局 

・長崎県防災行政無線（地上系及び衛星系）４回線 

・災害時優先電話 5 回線 

（庁舎 2 階（総務課 3 回線、町長室）、庁舎 1 階（当直室））

・インターネット回線：あり 

地域交流センター 
・防災行政無線（同報系、移動式） 

・（隣の公民館に）インターネット回線：あり 

健康相談センター ・インターネット回線：あり 

 

ア 今後の検討事項 

 

 

 

 

 

イ 通信手段確保における対策案 

対 策 概 要 

代替通信手段の確保 ・衛星携帯電話等の確保を図る。 

 

・各施設において、多様な通信手段の確保が必要。 
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（５）重要な行政データのバックアップ 

以下の項目について、現時点の状況をとりまとめた。 

 ア 発災後すぐに使用するデータ、災害応急対策等に使用するデータ 

イ 喪失した場合に元に戻すことが不可能、又は相当困難なデータ 

ウ 上記ア、イのバックアップの実施状況 
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（６）非常時優先業務の整理 

各班・各課における非常時優先業務について、別紙シートに整理した。 

発災時は、休止業務等の選定の指標として、非常時優先業務整理シートを活用する。 

 

 

表９－１ 業務開始目標時間別の業務整理基準表 

業務開始 

目標時間 

該当する業務の 

考え方 
代表的な業務例 

３時間以内 

 

・職員及び家族の安

全確保 

・初動体制の確立 

・被災状況の把握 

・救助、救急の開始

・避難所の開設 

 

ａ．災害対策の根幹となる体制立ち上げ業務（人員配備、

災害対策の拠点、通信手段の確認等） 

ｂ．被害の把握（被害情報の収集・伝達・報告） 

ｃ．発災直後の火災、浸水等対策業務（消火、避難・警

戒・誘導処置等） 

ｄ．救助・救急体制確立に係る業務（応援要請等） 

ｅ．避難所の開設、運営業務 

ｆ．組織的な業務遂行に必須な業務（班間同士の調整）

１日以内 

 

・応急活動（救助、

救急以外）の開始

・避難生活支援の開

始 

・重大な行事の手続

き 

 

ａ．短期的な二次被害予防業務（浸水想定区域等におけ

る避難等） 

ｂ．町管理施設の応急復旧に係る業務（道路、上下水道

等） 

ｃ．衛生環境の回復に係る業務（防疫活動、保健衛生活

動、廃棄物処理等） 

ｄ．災害対策活動体制の拡充に係る業務（応援受け入れ

等） 

ｅ．遺体の取扱い業務（収容、保管、事務手続等） 

ｆ．避難生活の開始に係る業務（衣食住の確保、供給等）

ｇ．社会的に重大な行事等の延期調整業務（選挙等） 

３日以内 

 

・被災者への支援の

開始 

・重要行政機能の回

復 

 

ａ．避難生活の向上に係る業務（入浴、メンタルヘルス、

防犯等） 

ｂ．災害対応に必要な経費の確保に係る業務（財政計画

業務等） 

ｃ．業務システムの再開等に係る業務 

２週間以内 

 
※通常業務の再開本格化 

・復旧・復興に係る

業務の本格化 

・窓口行政機能の回

復 

 

ａ．生活再建に係る業務（被災者生活再建支援法等関係

業務、住宅確保等） 

ｂ．産業の復旧・復興に係る業務 

ｃ．教育再開に係る業務 

ｄ．金銭の支払、支給に係る業務（契約、給与、補助費

等） 

ｅ．窓口業務（届出受理、転出証明書の発行等） 

１か月以内 ・その他の行政機能

の回復 

ａ．その他の業務 

 

ア 今後の検討事項 

 
・各班・各課の非常時優先業務については、訓練等を通じて業務の優先順位や必要人数

の見直しを行う。 
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イ 非常時優先業務実施における対策案 

対 策 概 要 

全庁的な職員配備調整の実施 

・非常時優先業務を実施するにあたり、人員が不足

する部署については、災害対策本部を通じて積極

的に他部署の応援を要請し、全庁的な職員配備の

調整を実施する。 

・可能であれば、業務の専門性を考慮し、応援が必

要な部署に以前所属していた職員を派遣する。 

災害対応等の経験職員の優先的な

配置 

・防災業務や被災地派遣の経験を有する職員をリス

ト化し、発災時においては各班のリーダーとして

の配置を検討する。 

人事配置ローテーションによる人

材の育成 

・人事配置ローテーションにより、職員を防災担当

部署に配属することにより、防災対応に長けた人

材の育成を図る。 

ボランティアの積極的な受入れ 

・社会福祉協議会と連携し、ボランティアを積極的

に受け入れ、避難所の運営等に活用することによ

り、非常時優先業務に従事する職員の確保を図

る。 

非常勤職員、経験豊富なＯＢの活

用 

・非常時優先業務に、非常勤職員や経験豊富な再任

用職員等の活用を図る。 

・退職した職員の一時的任用を検討する。 

アドバイザーの確保 

・継続的なアドバイスを受けるための専門的知識を

有する防災士等のアドバイザーを確保・育成す

る。 

ボランティア団体・ＮＰＯとの連

携体制の構築 

・災害対応の経験を有するボランティア団体やＮＰ

Ｏ等と災害時の連携体制を構築する。 

参集訓練の実施 

・職員参集訓練を実施し、発災時でも円滑かつ迅速

に参集できるようにするとともに、職員の危機管

理意識の高揚を図る。 

保育所等の早期復旧・継続 

・子育て中の職員が非常時優先業務に従事できるよ

う、保育所等の早期復旧や、継続できる体制の確

保を図る。 

家庭での防災対策の実施 

・平常時から発災時における職員やその家族の安全

確保のため、自宅の耐震化や家具の転倒防止等を

行うとともに、家族が３日間（できれば１週間）

過ごせる飲料水や食料品等の備蓄品を準備する

よう啓発する。 
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次頁以降に、以下に示す部署の非常時優先業務選定シートを示す。 

  

No. 業務分担班 部署名 非常時優先業務 

1 警防班 消防団 〇 

2 
総務班 

総務課  〇 

3 企画財政課 〇 

4 調査班 税務課 〇 

5 
福祉班 

住民福祉課 住民班 〇 

6 住民福祉課 福祉班 〇 

7 
第一要支援者支援班 

高齢者以外 
健康相談センター 〇 

８ 救護班 診療所 〇 

９ 
第二要支援者支援班 

高齢者 
地域包括支援センター 〇 

10 衛生班 保険環境課 〇 

11 保育班 保育所 〇 

12 

情報班 

出納室 〇 

13 議会事務局 〇 

14 農業委員会 〇 

15 監査 〇 

16 給水班、下水処理班 水道課 〇 

17 水防班及び第一復旧班 建設課 〇 

18 第二復旧班 産業経済課 〇 

19 ポンプ所排水班 
建設課、産業経済課、委託

業者 
〇 

20 教育班 教育委員会 〇 
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  警防班 (応急)      

応急業務に関する調査シート（警防班）

(1)
消防団活動に関すること （消火活動、救助・
救出活動、災害防除活動、住民の避難誘導
等）

災害発生時における消火活動、救助・救出活動、災
害防除活動、住民の避難誘導等の実施

38 1 ●

(2) 被災地の警備に関すること
指定避難所周辺等、被災地の警防（防犯）活動の実
施

14 2 ●

52 38 0 14 0 0 0

１ヶ月
以内

業務概要

業務継続計画（ＢＣＰ）用

開始目標時間内に実現するために必要な対策

現状の問題点

部署名 消防団

非常時優先業務
（応急業務）

必要
人数
(人/日)

優先
順位

開始目標時間　（着手時間）

３時間
以内

１日
以内

３日
以内

１週間
以内

２週間
以内
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  警防班(通常)      

優先度の高い通常業務に関する調査シート（警防班）

(1)
火災、その他の災害時におけ
る消火活動

※警防班の応急業務(1) × ― ― ― ― ― ― ― ― ―

(2)
年末や火災予防運動期間等
における防火啓発活動

× ― ― 　（災害予防活動として平常時に実施）

(3)
防災活動に必要な知識、技術
を身につけるための各種訓練

× ― ― 　（災害予防活動として平常時に実施）

0 0 0 0 0 0 0 0

業務継続計画（ＢＣＰ）用

部署名 消防団

事務分掌
必要
人数
(人/日)

優先
順位

開始目標時間　（着手時間）

３時間
以内

１日
以内

３日
以内

１週間
以内

２週間
以内

１ヶ月
より遅

く

業務概要

開始目標時間内に実現するために
必要な対策

優先度
の

高い通
常業務

１ヶ月
以内

現状の問題点
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総務班 (応急)        

応急業務に関する調査シート（総務班）

(1) 本部長の命令伝達に関すること 庁内各課への本部長の命令伝達 0.5 1 ●

(2) 災害対策本部等に関すること 設置基準に基づく本部設置、  本部会議の開催・運営 1 1 ●

(3) 職員の動員及び配置に関すること
災害対策要員の動員（配備区分の決定、動員の連
絡・指示）

1 1 ●

(4)
職員の被災状況調査及び健康管理に関
すること

職員の被災状況の調査、集計及び健康状態の把握 1 1 ●

(5)
災害応急及び復興対策の総合調整に関
すること

庁内各課との連絡調整（参集途上職員からの情報収
集・総括、指示・伝達等）

1 1 ●

(6) 通信設備に関すること 通信施設の被害状況の確認、応急措置 0.5 1 ●

(7)
所有財産の被害状況の把握及びその対
策に関すること

所有財産の被害状況の調査 1 1 ●

(8) 気象情報の授受に関すること
伝達系統に基づく気象情報、地震・津波情報等
の受理、 住民・関係機関等への情報伝達

1 1 ●

(9)
避難勧告等の発令及び伝達に関するこ
と

避難勧告等の発令判断、伝達指示 0.5 1 ●

(10) 避難所の開設及び運営に関すること 指定避難所の開設指示、  避難所運営の総括 2 1 ●

(11) 消防団との連絡調整に関すること 消防団との連絡・調整 0.5 1 ●

(12)
県及び防災関係機関との連絡調整に関
すること

消防・警察等の関係機関との連絡調整（被害情報の
共有等）

1 2 ●

(13) 受援及び応援に関すること
県、他自治体等に対する応援要請、 応援部隊の受入
れ準備、 民間団体に対する災害時の協力依頼

0.5 2 ●

(14) 自衛隊との連絡調整に関すること
自衛隊の派遣要請手続き（町長判断に基づき知事に
要請）、 派遣部隊の受入れ準備（連絡窓口、資機材、
野営施設・ヘリポート等）、 撤収要請

0.5 3 ●

(15)
災害対策に関する予算措置に関するこ
と

災害関係費の予算措置及び支出 1 3 ●

(16)
災害措置に要する諸経費の経理に関す
ること

1 3 ●

(17) 被災証明に関すること 被災証明の受付、発行 2 3 ●

(18) その他の本部の庶務に関すること － －

16 10 1.5 4.5 0 0 0

１週間
以内

２週間
以内

１ヶ月
以内

業務概要

業務継続計画（ＢＣＰ）用

部署名 総務課、 企画財政課

非常時優先業務
（応急業務）

必要
人数
(人/日)

優先
順位

開始目標時間　（着手時間）

３時間
以内

１日
以内

３日
以内

(3)→災害発生時の職員管理のシステム化
開始目標時間内に実現するために必要な対策

現状の問題点
(3)→職員安否確認～職員配置～労務環境（いつ・どこで・誰が従事）の全体管理方法が確立でき
ていない。
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総務班1 (通常)        

優先度の高い通常業務に関する調査シート（総務班）

(1) 公印の管守に関すること 公印の保護・保管 〇 0.5 1 ●

(2)
文書の収受、発送、編さん及
び保存に関すること

重要文書の保護・保管 〇 0.5 1 ●

(3) 庁舎内外の管理に関すること
庁舎（災害対策本部の設置場所）の被害状況調査、
被災した場合の応急措置、 代替施設の被害状況の
確認

〇 2 1 ●

(4) 電子計算機に関すること
災害応急活動に使用する情報システムの稼働確認・
復旧、重要データの保護

〇 1 1 ●

(5)
職員の給与、勤務時間その他
勤務条件に関すること

災害応急活動に従事する職員の労務環境の管理、公
務災害の手続等

〇 1 2 ●

(6) 非常勤職員等に関すること
職務中の職員の安否確認、災害応急活動に従事する
職員の労務環境の管理、公務災害の手続等

〇 1 2 ●

(7)
条例、規則その他法規に関す
ること

× ― ― ●

(8) 町議会の招集に関すること × ― ― ●

(9)
儀式及び表彰に関すること（他
課に属するものを除く）

× ― ― ●

(10)
職員の任免、分限、懲戒、服
務その他人事に関すること

× ― ― ●

(11)
職員の研修その他の人材育
成に関すること

職員に対する防災教育 × ― ― （職員の防災教育は、災害予防活動として平常時に実施）

(12)
行政手続法並びに情報公開に
関すること

× ― ― ●

(13) 政治倫理条例に関すること × ― ― ●

(14)
消防防災、災害対策等に関す
ること

× ― ― 　（災害予防活動として平常時に実施）

(15)
公有財産の管理に関すること
（他課に属するものを除く。）

※総務班の応急業務(10) × ― ― ― ― ― ― ― ― ―

(16) 男女共同参画に関すること × ― ― ●

(17)
安全・安心まちづくりに関する
こと

災害に強いまちづくりの推進 × ― ― 　（災害予防活動として平常時に実施）

(18) 自衛官募集事務に関すること × ― ― ●

(19) 町内会長に関すること × ― ― ― ― ― ― ― ― ―

(20)
町内会集会所建築に関するこ
と

集会所建築物の耐震化等の対策 × ― ― 　（災害予防活動として平常時に実施）

(21) 暴力追放に関すること × ― ― ●

(22) 国民保護に関すること × ― ― ●

(23) 旅券に関すること × ― ― ●

(24) 防犯に関すること
※被災地の警防活動については、警防班（消防団）が
実施

× ― ― ●

(25)
犯罪被害者等支援に関するこ
と

× ― ― ●

(26) 他課の所管に属しないこと × ― ― ●

(27)
交通安全計画の策定に関する
こと

× ― ― ●

優先度
の

高い通
常業務

１ヶ月
以内

業務継続計画（ＢＣＰ）用

部署名 総務課

事務分掌 業務概要
必要
人数
(人/日)

優先
順位

開始目標時間　（着手時間）

３時間
以内

１日
以内

３日
以内

１週間
以内

２週間
以内

１ヶ月
より遅

く
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総務班1 (通常)        

優先度の高い通常業務に関する調査シート（総務班）

優先度
の

高い通
常業務

１ヶ月
以内

業務継続計画（ＢＣＰ）用

部署名 総務課

事務分掌 業務概要
必要
人数
(人/日)

優先
順位

開始目標時間　（着手時間）

３時間
以内

１日
以内

３日
以内

１週間
以内

２週間
以内

１ヶ月
より遅

く

(28)
交通安全対策協議会に関する
こと

× ― ― ●

(29)
交通安全指導及び関係機関と
の連絡調整に関すること

× ― ― ●

(30)
交通安全運動の推進に関する
こと

× ― ― ●

(31)
交通安全施設の整備に関する
こと

× ― ― ●

(32)
交通安全思想の普及に関する
こと

× ― ― ●

(33)
交通災害共済事業に関するこ
と

× ― ― ●

(34)
その他交通安全対策に関する
こと

× ― ― ●

6 4 0 2 0 0 0 0

(5)→災害発生時の職員管理のシステム化
(6)→災害発生時の職員管理のシステム化

開始目標時間内に実現するために
必要な対策

現状の問題点

(2)→重要文書の保護・保管について、災害発生時に特に必要な重要文書の特定、移動方法、保管場所の
    確保が出来ていない。

(5)→職員安否確認～職員配置～労務環境（いつ・どこで・誰が従事）の全体管理方法が確立できていない。
(6)→職員安否確認～職員配置～労務環境（いつ・どこで・誰が従事）の全体管理方法が確立できていない。

(2)→重要文書、移動方法、保管場所を事前に決めておく

29



総務班2 (通常)        

優先度の高い通常業務に関する調査シート（総務班）

(1)
町政の総合企画、重要事項の
企画及び総合調整に関するこ
と

指定避難所周辺等、被災地の警防（防犯）活動の実
施

× ― ― ●

(2)
地域の振興及び企業の振興
等に関すること

× ― ― ●

(3) 広域行政圏に関すること × ― ― ●

(4) 統計に関すること × ― ― ●

(5) 広報広聴に関すること
※災害時は、情報班（出納室、議会事務局、農業委
員会）が主体的に実施、情報班の応急業務（2）,(3)

× ― ― ― ― ― ― ― ― ―

(6)
予算、決算及び財政に関する
こと

※総務班の応急業務(15) × ― ― ― ― ― ― ― ― ―

(7) 地方交付税に関すること × ― ― ●

(8)
起債及び一時借入金に関する
こと

× ― ― ●

0 0 0 0 0 0 0 0

現状の問題点

開始目標時間内に実現するために
必要な対策

１日
以内

３日
以内

１週間
以内

２週間
以内

１ヶ月
以内

１ヶ月
より遅

く

業務継続計画（ＢＣＰ）用

部署名 企画財政課

事務分掌 業務概要

優先度
の

高い通
常業務

必要
人数
(人/日)

優先
順位

開始目標時間　（着手時間）

３時間
以内
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調査班 (応急)      

応急業務に関する調査シート（調査班）

(1)
被災者、家屋等の被害状況の調査に関する
こと

町内の被害状況の総括（関係各課・町内会長等から
の情報収集）、 県、関係機関等への報告・通知

2 1 ●

(2) 罹災証明の発行に関すること
被災者台帳の作成・管理（関係各課からの情報収集
等）、 罹災証明書の発行

15 2 ●

17 2 0 15 0 0 0

開始目標時間内に実現するために必要な対策

現状の問題点

業務継続計画（ＢＣＰ）用

部署名 税務課

非常時優先業務
（応急業務）

業務概要
必要
人数
(人/日)

優先
順位

開始目標時間　（着手時間）

３時間
以内

１日
以内

３日
以内

１週間
以内

２週間
以内

１ヶ月
以内

(1)→被害状況の情報収集・管理方法が確立できていない。
(2)→発行のノウハウ、経験がない。

(1)→被害状況の情報収集・管理のシステム化
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調査班(通常)      

優先度の高い通常業務に関する調査シート（調査班）

(1)
地籍調査成果の管理に関する
こと

地籍調査成果（電子データ、帳票等）の保護・保管 〇 1 1 ●

(2)
町民税、軽自動車税、並びに
市町村たばこ税の申告及び賦
課に関すること

災害に伴う申告・申請・納付等の期限延長措置、課税
の減免措置等

〇 2 2 ●

(3)
固定資産税、特別土地保有税
並びに国有資産等交付金の
申告及び賦課に関すること

災害に伴う申告・申請・納付等の期限延長措置、課税
の減免措置等

〇 2 2 ●

(4) 町税の徴収に関すること
災害に伴う申告・申請・納付等の期限延長措置、課税
の減免措置等

〇 1 2 ●

(5)
固定資産評価審査委員会に
関すること

× ― ― ●

(6)
固定資産の評価員に関するこ
と

× ― ― ●

(7) 個人県民税に関すること × ― ― ●

(8) その他町税全般に関すること × ― ― ●

6 1 0 0 0 0 5 0

開始目標時間内に実現するために
必要な対策

優先度
の

高い通
常業務

１ヶ月
以内

現状の問題点

税務課の業務としては、発災の時期により業務の優先順位、開始目標時間は異なると思われる。

業務継続計画（ＢＣＰ）用

部署名 税務課

事務分掌 業務概要
必要
人数
(人/日)

優先
順位

開始目標時間　（着手時間）

３時間
以内

１日
以内

３日
以内

１週間
以内

２週間
以内

１ヶ月
より遅

く
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福祉班 (応急)        

応急業務に関する調査シート（福祉班）

(1)
避難行動要支援者の把握及び避難所等に
関すること

避難行動要支援者への情報伝達・避難誘導（消防
団、自主防災組織、民生委員、関係福祉団体等と連
携）

2 1 ●

(2)
要配慮者利用施設及び要配慮者の被災状
況の把握に関すること

自動福祉施設、障害者関連施設、社会福祉施設等の
被害状況、施設利用者の避難・安全確保状況等の把
握

2 1 ●

(3) 要配慮者の生活支援に関すること
指定避難所における要配慮者の生活支援、福祉避難
所の手配等

4 2 ●

(4) 食料の供給及び炊き出しに関すること
炊き出しに資器材・人員（ボランティア等）の確保、食
材・燃料の調達、炊き出しの実施

15 2 ●

(5) 住民相談に関すること
相談窓口の設置（生活再建に向けた各種支援、相談
等）

2 2 ●

(6)
災害応急物資及び救援物資の受入れ及び
配給に関すること

救援物資の調達（調達業者への発注、購入・配布計
画表の作成・管理、納品書・請求書の受け渡し等）、
物資の配送管理（輸送の手配、物資集積場所の運営
等）

4 3 ●

(7) 義援金品の受付配分等に関すること
義援金品の募集・受付（保管場所の確保を含む）
（※義援金の”保管”は出納室が実施）
配分委員会による配分方法の決定、被災者への配布

4 3 ●

(8) ボランティアの受入れ及び調整に関すること
社会福祉協議会との調整（ボランティアセンターの設
置、ボランティアの募集・受付・調整、ボランティア活
動環境の整備等）

0.5 3 ●

(9) 福祉避難所の設置及び運営に関すること 福祉避難所の設置及び運営 5 3 ●

(10) 被災者の金融支援に関すること
生活再建に向けた金融支援策に関する情報提供、諸
手続きの案内等

2 4 ●

40.5 4 21 13.5 0 2 0

業務継続計画（ＢＣＰ）用

部署名 住民福祉課（住民班、福祉班）

非常時優先業務
（応急業務）

業務概要
必要
人数
(人/日)

優先
順位

開始目標時間　（着手時間）

３時間
以内

１日
以内

３日
以内

１週間
以内

２週間
以内

１ヶ月
以内

開始目標時間内に実現するために必要な対策

現状の問題点
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福祉班(通常)        

優先度の高い通常業務に関する調査シート（福祉班）

(1)
総合福祉センターの管理運営
に関すること

施設被害の把握、 施設利用者の安全確保措置、 本
部への被害状況等の報告

〇 1 1 ●

(2) 戸籍に関すること
戸籍の届書、申請書等の受付並びに謄抄本証明書
の交付、戸籍及び戸籍附票の記録、管理、通知等

〇 1 2 ●

(3) 住民基本台帳に関すること
住民基本台帳の届書、申請書等の受付並びに謄抄
本証明書の交付、住民基本台帳の記録、管理、通知
等

〇 0.3 2 ●

(4)
印鑑及び身分証明に関するこ
と

印鑑登録の受付、身分証明書の交付 〇 0.3 2 ●

(5) 埋火葬の許可に関すること 埋火葬許可証の交付 〇 2 2 ●

(6)
児童、母子、高齢者及び身体・
知的・精神障害者等の福祉に
関すること

障害者（児）に対する介護給付費、訓練等給付費の支
給に関すること

〇 1 2 ●

(7)
児童、母子、高齢者及び身体・
知的・精神障害者等の福祉に
関すること

補装具・日常生活用具に関すること 〇 0.5 2 ●

(8)
児童、母子、高齢者及び身体・
知的・精神障害者等の福祉に
関すること

自立支援医療に関すること 〇 0.5 2 ●

(9)
民生委員及び児童委員に関す
ること

在宅要配慮者等の避難支援のための民生委員・児童
委員との連絡調整

〇 1 2 ●

(10) 住民相談に関すること
相談窓口の設置（生活再建に向けた各種支援、相談
等）

〇 2 3 ●

(11)
児童、母子、高齢者及び身体・
知的・精神障害者等の福祉に
関すること

虐待（児童、高齢者）に関すること 〇 2 3 ●

(12) 生活保護に関すること 生活保護法による保護の措置 〇 1 3 ●

(13) 災害援助に関すること 〇 1 3 ●

(14) 介護保険に関すること
介護保険被保険者の資格管理、 介護保険給付、 介
護保険料賦課徴収、 要介護・要支援認定等

〇 1 4 ●

(15)
外国人の居住地の届等に関
すること

× ― ― ●

(16) 犯罪人名簿に関すること × ― ― ●

(17)
人口動態統計、異動人口調査
報告に関すること

× ― ― ●

(18) 個人情報保護に関すること × ― ― ●

(19)
児童、母子、高齢者及び身体・
知的・精神障害者等の福祉に
関すること

その他 × ― ― ●

(20)
行旅病人及び行旅死亡人に
関すること

× ― ― ●

(21)
児童手当及び児童扶養手当
に関すること

× ― ― ●

(22) 福祉医療に関すること × ― ― ●

優先度
の

高い通
常業務

１ヶ月
以内

業務継続計画（ＢＣＰ）用

部署名 住民福祉課（住民班、福祉班）

事務分掌 業務概要
必要
人数
(人/日)

優先
順位

開始目標時間　（着手時間）

３時間
以内

１日
以内

３日
以内

１週間
以内

２週間
以内

１ヶ月
より遅

く
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福祉班(通常)        

優先度の高い通常業務に関する調査シート（福祉班）

優先度
の

高い通
常業務

１ヶ月
以内

業務継続計画（ＢＣＰ）用

部署名 住民福祉課（住民班、福祉班）

事務分掌 業務概要
必要
人数
(人/日)

優先
順位

開始目標時間　（着手時間）

３時間
以内

１日
以内

３日
以内

１週間
以内

２週間
以内

１ヶ月
より遅

く

(23) 原爆被爆者に関すること × ― ― ●

(24)
総合福祉センターとの連絡調
整に関すること

× ― ― ●

(25) その他社会福祉に関すること × ― ― ●

14.6 1 6.6 6 0 0 1 0

住民班（２）-（５）、（10）、（15）-（18） 5.6 0 3.6 2 0 0 0 0

福祉班（１）、（６）-（９）、（11）-（14）、（19）-（25） 9 1 3 4 0 0 1 0

開始目標時間内に実現するために
必要な対策

現状の問題点
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第一要支援者支援班 (応急)        

応急業務に関する調査シート（第一要支援者支援班　高齢者以外）

(1) 避難行動要支援者の避難支援に関すること
避難行動要支援者への情報伝達・避難誘導（消防
団、自主防災組織、民生委員、関係福祉団体等と連
携）

2 1 ●

(2)
要配慮者利用施設及び要配慮者の被災状
況の把握に関すること

児童福祉施設、障害者関連施設、社会福祉施設等の
被害状況、施設利用者の避難・安全確保状況等の把
握

2 1 ●

(3) 救護所の設置及び運営に関すること
医療機関との連絡調整、医薬品及び保健衛生用資材
の確保

2 1 ●

(4) 要配慮者の生活支援に関すること
指定避難所における要配慮者の生活支援、 福祉避
難所の手配等

2 2 ●

(5)
避難所での健康管理及び衛生管理に関す
ること

避難所を巡回し健康状態の確認、食中毒・感染症の
予防、隔離部屋等の設置

2 2 ●

(6) 健康相談に関すること 健康相談（窓口・電話・訪問等）の実施 2 3 ●

12 6 4 2 0 0 0

開始目標時間内に実現するために必要な対策

要配慮者の把握について、包括支援センターにおいてはシステムでの管理としているが、保健分
野（健康相談センターでの対応分）については、今後どのように把握・整理を進めていくのかを決
める必要がある。（紙媒体なのか、システム管理なのか等）

現状の問題点

業務継続計画（ＢＣＰ）用

部署名  健康相談センター

非常時優先業務
（応急業務）

業務概要
必要
人数
(人/日)

優先
順位

開始目標時間　（着手時間）

３時間
以内

１日
以内

３日
以内

１週間
以内

２週間
以内

１ヶ月
以内
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第一要支援者支援班(通常)        

優先度の高い通常業務に関する調査シート（第一要支援者支援班　高齢者以外）

(1)
健康相談センターの管理運営
に関すること

施設被害の把握、 施設利用者の安全確保措置、 本
部への被害状況等の報告

〇 1 1 ●

(2) 精神保健に関すること
被災者に対するメンタルヘルス（心のケア）の実施（相
談窓口の設置等）

〇 2 2 ●

(3) 予防接種に関すること 感染症予防のための臨時予防接種の実施 〇 1 3 ●

(4) 健康増進事業に関すること × ― ― ●

(5)
結核予防及び検診に関するこ
と

× ― ― ●

(6) 献血に関すること × ― ― ●

(7) 食生活改善に関すること × ― ― ●

(8) その他健康づくりに関すること × ― ― ●

(9)
子育て支援センターの管理運
営に関すること

※健康相談センターと同じ建物 × ― ― ●

(10) 母子保健に関すること × ― ― ●

4 1 0 2 0 0 1 0

現状の問題点

開始目標時間内に実現するために
必要な対策

１日
以内

３日
以内

１週間
以内

２週間
以内

１ヶ月
以内

１ヶ月
より遅

く

業務継続計画（ＢＣＰ）用

部署名 健康相談センター

事務分掌 業務概要

優先度
の

高い通
常業務

必要
人数
(人/日)

優先
順位

開始目標時間　（着手時間）

３時間
以内
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救護班 (応急)              

応急業務に関する調査シート（救護班）

(1) 被災者の保健に関すること
救護活動の実施、 保健指導・栄養指導・メンタルヘル
スケアの実施（相談窓口の設置等）

2 － ●

(2) 救急医療体制の整備に関すること
医師会、保健所との連絡・調整（医療救護班の編成、
医薬品・衛生材料の調達・搬送等）、救護所・避難所
救護センターの設置等

1 － ●

(3) 医療関係機関との連絡調整に関すること
医療機関との連絡・調整（医療機関の被害状況・稼働
状況・患者受入れ状況の把握、搬送体制の確保、支
援体制の調整等）

1 － ●

4 0 4 0 0 0 0

２週間
以内

１ヶ月
以内

開始目標時間内に実現するために必要な対策

現状の問題点

業務継続計画（ＢＣＰ）用

部署名 健康相談センター・診療所

非常時優先業務
（応急業務）

業務概要
必要
人数
(人/日)

優先
順位

開始目標時間　（着手時間）

３時間
以内

１日
以内

３日
以内

１週間
以内
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救護班(通常)              

優先度の高い通常業務に関する調査シート（救護班）

(1)
国民健康保険診療所の事務
に関すること

※救護班の応急業務(3) × ― ― ― ― ― ― ― ― ―

(2)
国民健康保険診療所の医療
に関すること

※救護班の応急業務(3)
※週に1回、ものわすれ外来を実施。診療所におい
て医療活動をしているわけではない（11/29ヒアリン
グ）

× ― ― ― ― ― ― ― ― ―

0 0 0 0 0 0 0 0

開始目標時間内に実現するために
必要な対策

優先度
の

高い通
常業務

１ヶ月
以内

現状の問題点

業務継続計画（ＢＣＰ）用

部署名 健康相談センター・診療所

事務分掌 業務概要
必要
人数
(人/日)

優先
順位

開始目標時間　（着手時間）

３時間
以内

１日
以内

３日
以内

１週間
以内

２週間
以内

１ヶ月
より遅

く

39



第二要支援者支援班 (応急)        

応急業務に関する調査シート（第二要支援者支援班 高齢者）

(1) 避難行動要支援者の避難支援に関すること
避難行動要支援者への情報伝達・避難誘導（消防
団、自主防災組織、民生委員、関係福祉団体等と連
携）

2 1 ●

(2)
要配慮者利用施設及び要配慮者の被災状
況の把握に関すること

児童福祉施設、障害者関連施設、社会福祉施設等の
被害状況、施設利用者の避難・安全確保状況等の把
握

2 1 ●

(3) 救護所の設置及び運営に関すること
医療機関との連絡調整、医薬品及び保健衛生用資材
の確保

2 1 ●

(4) 要配慮者の生活支援に関すること
指定避難所における要配慮者の生活支援、 福祉避
難所の手配等

2 2 ●

(5)
避難所での健康管理及び衛生管理に関す
ること

避難所を巡回し健康状態の確認、食中毒・感染症の
予防、隔離部屋等の設置

2 2 ●

(6) 健康相談に関すること 健康相談（窓口・電話・訪問等）の実施 2 3 ●

12 6 4 2 0 0 0

開始目標時間内に実現するために必要な対策

３日
以内

１週間
以内

２週間
以内

１ヶ月
以内

現状の問題点

要配慮者の把握について、包括支援センターにおいてはシステムでの管理としているが、保健分
野（健康相談センターでの対応分）については、今後どのように把握・整理を進めていくのかを決
める必要がある。（紙媒体なのか、システム管理なのか等）

業務継続計画（ＢＣＰ）用

部署名 地域包括支援センター

非常時優先業務
（応急業務）

業務概要
必要
人数
(人/日)

優先
順位

開始目標時間　（着手時間）

３時間
以内

１日
以内
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要支援者支援班1(通常)        

優先度の高い通常業務に関する調査シート（第二要支援者支援班　高齢者）

(1) 介護予防事業に関すること × ― ― ●

(2)
介護予防ケアマネジメント業務
に関すること

× ― ― ●

(3)
総合相談支援業務に関するこ
と

× ― ― ●

(4) 権利擁護業務に関すること × ― ― ●

(5) 在宅介護支援に関すること × ― ― ●

(6)
その他介護支援事業に関する
こと。

× ― ― ●

0 0 0 0 0 0 0 0

開始目標時間内に実現するために
必要な対策

優先度
の

高い通
常業務

１ヶ月
以内

現状の問題点

業務継続計画（ＢＣＰ）用

部署名 地域包括支援センター

事務分掌 業務概要
必要
人数
(人/日)

優先
順位

開始目標時間　（着手時間）

３時間
以内

１日
以内

３日
以内

１週間
以内

２週間
以内

１ヶ月
より遅

く
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衛生班 (応急)          

応急業務に関する調査シート（衛生班）

(1) 災害時廃棄物及びし尿処理に関すること
災害時応急体制の確立（処理機材、人員等）、 被災
地域のゴミの発生状況の把握、 仮設トイレの調達、
分別・リサイクル等に関する広報活動

2 1 ●

(2) 遺体の処理・埋葬に関すること
遺体の収容埋火葬（検視場所・遺体安置所の開設、
遺体保存用資材の確保、火葬の実施等 ）、 災害救助
法適用による遺体の捜索・処理

2 1 ●

(3) 避難所の運営に関すること 避難所の運営 9 1 ●

(4) 災害全般の防疫等衛生に関すること
感染症予防のための衛生処理（防疫薬剤の調達、消
毒薬剤の散布等）、 避難所における防疫措置（検病
調査・健康相談、食品衛生監視等）

2 2 ●

15 0 13 2 0 0 0

開始目標時間内に実現するために必要な対策

現状の問題点

業務継続計画（ＢＣＰ）用

部署名
保険環境課

（環境衛生班、保険年金班）

非常時優先業務
（応急業務）

業務概要
必要
人数
(人/日)

優先
順位

開始目標時間　（着手時間）

３時間
以内

１日
以内

３日
以内

１週間
以内

２週間
以内

１ヶ月
以内
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衛生班(通常)          

優先度の高い通常業務に関する調査シート（衛生班）

(1) 墓地及び火葬場に関すること
近隣自治体の火葬場の被害状況の把握及び受入れ
の可否確認

〇 0.5 1 ●

(2) 施設の維持管理に関すること 廃棄物処理施設の被害状況の把握 〇 1 1 ●

(3) 収集業者に関すること 廃棄物収集業者との連絡調整、収集体制の確立 〇 0.5 2 ●

(4)
畜犬取扱い及び畜犬登録に関
すること

死亡獣畜の処理（埋却、焼却等）、  特定動物（猛獣
類）の処理

〇 1 3 ●

(5) 感染症に関すること ※衛生班の応急業務(4) × ― ― ― ― ― ― ― ― ―

(6)
大気汚染、騒音、悪臭、水質
汚濁その他公害防止に関する
こと

× ― ― ●

(7)
廃棄物の処理及び清掃に関す
ること

※衛生班の応急業務(1) × ― ― ― ― ― ― ― ― ―

(8) 緑化推進に関すること × ― ― ●

(9)
鳥獣保護及び自然保護に関す
ること

× ― ― ●

(10) 塵芥処理に関すること ※衛生班の応急業務(1) × ― ― ― ― ― ― ― ― ―

(11)
クリーンセンターの事務に関す
ること

※衛生班の応急業務(1) × ― ― ― ― ― ― ― ― ―

(12)
塵芥の収集、処理に関するこ
と

※衛生班の応急業務(1) × ― ― ― ― ― ― ― ― ―

(13)
収集及び処理記録の整理報
告に関すること

※衛生班の応急業務(1) × ― ― ― ― ― ― ― ― ―

(14)
その他塵芥の処理業務に関す
ること

※衛生班の応急業務(1) × ― ― ― ― ― ― ― ― ―

(15) し尿処理に関すること ※衛生班の応急業務(1) × ― ― ― ― ― ― ― ― ―

(16) その他衛生に関すること。 ※衛生班の応急業務(1) × ― ― ― ― ― ― ― ― ―

(17) 国民健康保険に関すること 国民健康保険の被保険者資格管理・給付等 〇 1 4 ●

(18) 後期高齢者医療に関すること 後期高齢者医療事業に関する諸手続き等 〇 1 4 ●

(19) 国民年金に関すること 〇 1 5 ●

6 1.5 0.5 1 0 2 1 0

環境衛生班（１）-（16） 3 1.5 0.5 1 0 0 0 0

保険年金班（17）-（19） 3 0 0 0 0 2 1 0

開始目標時間内に実現するために
必要な対策

優先度
の

高い通
常業務

１ヶ月
以内

現状の問題点

業務継続計画（ＢＣＰ）用

部署名 保険環境課（環境衛生班、保険年金班）

事務分掌 業務概要
必要
人数
(人/日)

優先
順位

開始目標時間　（着手時間）

３時間
以内

１日
以内

３日
以内

１週間
以内

２週間
以内

１ヶ月
より遅

く
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保育班 (応急)              

応急業務に関する調査シート（保育班）

(1)
園児の避難誘導、安全確保、保護に関する
こと

園児の避難誘導等の安全措置の指示等 2 1 ●

(2) 避難所の運営に関すること 避難所の運営 6 2 ●

8 2 6 0 0 0 0

開始目標時間内に実現するために必要な対策

現状の問題点

業務継続計画（ＢＣＰ）用

部署名 保育所

非常時優先業務
（応急業務）

業務概要
必要
人数
(人/日)

優先
順位

開始目標時間　（着手時間）

３時間
以内

１日
以内

３日
以内

１週間
以内

２週間
以内

１ヶ月
以内
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保育班(通常)              

優先度の高い通常業務に関する調査シート（保育班）

(1) 保育所入所等に関すること
戸籍の届書、申請書等の受付並びに謄抄本証明書
の交付、戸籍及び戸籍附票の記録、管理、通知等

× ― ― ●

(2)
町立保育所の事務全般に関
すること

住民基本台帳の届書、申請書等の受付並びに謄抄
本証明書の交付、住民基本台帳の記録、管理、通知
等

× ― ― ●

0 0 0 0 0 0 0 0

業務継続計画（ＢＣＰ）用

部署名 保育所

事務分掌 業務概要
必要
人数
(人/日)

優先
順位

開始目標時間　（着手時間）

３時間
以内

１日
以内

３日
以内

１週間
以内

２週間
以内

１ヶ月
より遅

く

開始目標時間内に実現するために
必要な対策

優先度
の

高い通
常業務

１ヶ月
以内

現状の問題点

45



情報班 (応急)        

応急業務に関する調査シート（情報班）

(1) 災害情報の収集及び記録に関すること
町内の被害状況の調査・総括（関係各課・町内会長
等からの情報収集）、 県、関係機関等への報告・通
知

4 1 ●

(2)
町内会（自主防災組織）との連絡調整に関
すること

町内会（自主防災組織）への情報伝達・情報収集、
町内会（自主防災組織）に対する救援活動の協力要
請

0.5 1 ●

(3) 広報に関すること
住民への情報伝達（要配慮者に配慮した多様な手段
による）、 住民からの意見・要望・問合せ等の聴取

2 2 ●

(4)
報道機関との連絡調整並びに資料及び情
報の提供に関すること

2 2 ●

(5)
議会災害対策本部の運営と町災害対策本
部との連携に関すること（議会事務局）

議員の安否確認、議員への情報提供、災害情報の収
集・整理、災害対策本部との連絡、等（議会災害対応
要綱参照）

1 2 ●

(6) 災害写真の撮影及び収集に関すること 2 3 ●

11.5 4.5 5 0 2 0 0

開始目標時間内に実現するために必要な対策

(２)→現在、町内会長への連絡は個別に電話で行っているが、時間がかかっている（教育委員会
より)。
※従前は、町内会との連絡調整は教育班の応急業務であったが、Ｒ２．９月に情報班に変更した。

現状の問題点

業務継続計画（ＢＣＰ）用

部署名 出納室、 議会事務局、 農業委員会

非常時優先業務
（応急業務）

業務概要
必要
人数
(人/日)

優先
順位

開始目標時間　（着手時間）

３時間
以内

１日
以内

３日
以内

１週間
以内

２週間
以内

１ヶ月
以内
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情報班1(通常)        

優先度の高い通常業務に関する調査シート（情報班）

(1)
現金の出納及び保管を行うこ
と

現金の保管、収納、支払処理 〇 0.5 1 ●

(2)
有価証券の出納及び保管を行
うこと

有価証券の保管 〇 0.5 1 ●

(3) 公印の管守に関すること 公印の保護・保管 〇 0.5 1 ●

(4)
現金及び財産の記録管理を行
うこと

現金の記録管理 〇 0.5 2 ●

(5)
会計管理者の権限に属する事
務に関すること

義援金の保管
（※義援金の“受付・配布等”は福祉班が実施）

〇 0.5 3 ●

(6)
支出負担行為に関する確認を
行うこと

× ― ― ●

(7)
決算を調整し、町長に提出す
ること

× ― ― ●

(8)
指定金融機関等の公金出納
事務の指導及び検査に関する
こと

× ― ― ●

2.5 1.5 0.5 0.5 0 0 0 0

開始目標時間内に実現するために
必要な対策

優先度
の

高い通
常業務

１ヶ月
以内

現状の問題点

(1)、(2)、(5)→指定金融機関から毎日（9時から15時まで）職員が1人派遣され、公金の収納事務や振込票の受
け渡し等を行ってもらっているが、災害時は派遣できないと見込まれるため、その事務も加わることとなる。

(4)、(6)→停電や電算が使えなくなった場合の対応はできるのか。

(3)→公印等の保管先は、金庫を想定でよいのか。

業務継続計画（ＢＣＰ）用

部署名 出納室

事務分掌 業務概要
必要
人数
(人/日)

優先
順位

開始目標時間　（着手時間）

３時間
以内

１日
以内

３日
以内

１週間
以内

２週間
以内

１ヶ月
より遅

く

47



情報班2(通常)         

優先度の高い通常業務に関する調査シート（情報班）

(1） 庶務に関するもの

ウ　公印の保管に関すること 公印、重要文書等の保管・保護 〇 0.5 1 ●

ア　議員名簿の作成に関する
こと

× ― ― ●

イ　文書物件の収受、発送、保
管に関すること

× ― ― ●

エ　議員の出欠に関すること × ― ― ●

オ　議員の議員報酬、費用弁
償等に関すること

× ― ― ●

カ　議会費の予算要求案等に
関すること

× ― ― ●

キ　儀式、交際、慶弔に関する
こと

× ― ― ●

ク　議会の公報資料に関する
こと

× ― ― ●

ケ　図書室の整備、管理に関
すること

× ― ― ●

コ　県議長会に関すること × ― ― ●

サ　職員の服務及び規律、厚
生に関すること

× ― ― ●

シ　職員の任免、給与、賞罰
及び身分に関すること

× ― ― ●

(2) 議事に関すること

カ　会議録、決議録の調製、保
管に関すること

会議録等の保管・保護 〇 0.5 1 ●

ケ　委員会、全員協議会に関
すること

全員協議会の招集（町対策本部設置の際） 〇 1 2 ●

ア　議事日程及び諸般の報告
に関すること

× ― ― ●

イ　議案請願陳情の収受、配
布、送付に関すること

× ― ― ●

ウ　議会の本会議の議事に関
すること

× ― ― ●

エ　議会における選挙に関す
ること

× ― ― ●

オ　会議議事次第書に関する
こと

× ― ― ●

キ　議会の傍聴人に関するこ
と

× ― ― ●

業務継続計画（ＢＣＰ）用

部署名 議会事務局

事務分掌 業務概要

優先度
の

高い通
常業務

必要
人数
(人/日)

優先
順位

開始目標時間　（着手時間）

３時間
以内

１日
以内

３日
以内

１週間
以内

２週間
以内

１ヶ月
以内

１ヶ月
より遅

く
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情報班2(通常)         

優先度の高い通常業務に関する調査シート（情報班）

業務継続計画（ＢＣＰ）用

部署名 議会事務局

事務分掌 業務概要

優先度
の

高い通
常業務

必要
人数
(人/日)

優先
順位

開始目標時間　（着手時間）

３時間
以内

１日
以内

３日
以内

１週間
以内

２週間
以内

１ヶ月
以内

１ヶ月
より遅

く

ク　議場の管理、取締に関す
ること

× ― ― ●

コ　公聴会に関すること × ― ― ●

(3) 調査に関すること

ア　条例、規則の制定、改廃に
関すること

× ― ― ●

イ　議会関係、諸規程の制定、
改廃に関すること

× ― ― ●

ウ　請願、陳情及び建議、意
見書等に関すること

× ― ― ●

エ　各議案審議に必要な資料
の収集に関すること

× ― ― ●

オ　事業、事務の調査、検査に
関すること

× ― ― ●

カ　統計資料の作成に関する
こと

× ― ― ●

キ　各種行政に関する世論、
情報の収集整理に関すること

× ― ― ●

ク　各種法規の調査、研究に
関すること

× ― ― ●

2 1 1 0 0 0 0 0

現状の問題点

開始目標時間内に実現するために
必要な対策
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情報班3(通常)        

優先度の高い通常業務に関する調査シート（情報班）

(1） 公印の保管に関すること 公印、重要文書等の保管・保護 〇 0.5 1 ●

(2） 各種監査に関すること 監査計画に即した監査の実施 × ― ― ●

0.5 0.5 0 0 0 0 0 0

業務継続計画（ＢＣＰ）用

部署名 監査

事務分掌 業務概要

優先度
の

高い通
常業務

必要
人数
(人/日)

優先
順位

開始目標時間　（着手時間）

３時間
以内

現状の問題点

開始目標時間内に実現するために
必要な対策

１日
以内

３日
以内

１週間
以内

２週間
以内

１ヶ月
以内

１ヶ月
より遅

く
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情報班4(通常)        

優先度の高い通常業務に関する調査シート（情報班）

(1） 公印の保管に関すること 公印、重要文書等の保管・保護 〇 0.5 1 ●

(2） 会議録の保管に関すること 会議録等の保管・保護 〇 0.5 2 ●

(3）
農地の権利移動および転用に
関すること

× ― ― ●

(4）
農地等の賃貸借の設定・解約
等に関すること

× ― ― ●

(5）
農業経営基盤強化促進法に
関すること

× ― ― ●

(６） 農業者年金に関すること × ― ― ●

(７）
遊休農地の有効利用に関
すること

× ― ― ●

1 1 0 0 0 0 0 0

業務継続計画（ＢＣＰ）用

部署名 農業委員会

事務分掌 業務概要

優先度
の

高い通
常業務

必要
人数
(人/日)

優先
順位

開始目標時間　（着手時間）

３時間
以内

１日
以内

３日
以内

１週間
以内

２週間
以内

１ヶ月
以内

現状の問題点

開始目標時間内に実現するために
必要な対策

１ヶ月
より遅

く
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給水班 (応急)              

応急業務に関する調査シート（給水班）

(1)
上水道施設の被害状況の把握及び応急復
旧対策に関すること

上水道施設の被害状況の把握、 応急対策要員・応
急対策用資器材の確保、 被災した施設の応急措置

8 1 ●

(2) 飲料水の確保に関すること
町内外周辺水道からの給水車による搬送給水、 県に
対する飲料水の調達・斡旋の要請

8 2 ●

(3) 給水対策に関する広報相談に関すること 応急給水活動、施設復旧等に関する住民への広報 1 2 ●

17 8 9 0 0 0 0

開始目標時間内に実現するために必要な対策

現状の問題点

業務継続計画（ＢＣＰ）用

部署名  水道課（上水道班）

非常時優先業務
（応急業務）

業務概要
必要
人数
(人/日)

優先
順位

開始目標時間　（着手時間）

３時間
以内

１日
以内

３日
以内

１週間
以内

２週間
以内

１ヶ月
以内
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給水班(通常)              

優先度の高い通常業務に関する調査シート（給水班）

(1) 業務の総合調整に関すること ※給水班の応急業務(1)～(3) × ― ― ― ― ― ― ― ― ―

(2)
職員の給与及び身分取扱に
関すること

× ― ― ●

(3) 予算及び決算に関すること × ― ― ●

(4)
経理、その他の会計事務に関
すること

× ― ― ●

(5)
契約及び許可、認可に関する
こと

× ― ― ●

(6)
資産の取得及び管理に関する
こと

× ― ― ●

(7)
文書及び公印の管理に関する
こと

× ― ― ●

(8)
企画、広報、業務統計に関す
ること

× ― ― ●

(9)
水道料金等の調定及び徴収
に関すること

× ― ― ●

(10)
物品の購入並びに検収に関す
ること

× ― ― ●

(11) 水道用水の供給に関すること ※給水班の応急業務(2) × ― ― ― ― ― ― ― ― ―

(12) 水源に関すること × ― ― ●

(13)
施設の維持管理及び拡張計
画に関すること

× ― ― ●

(14)
施設の設計及び工事施工に
関すること

× ― ― ●

(15) 貯蔵品の管理に関すること × ― ― ●

(16)
給水記録の整理報告に関する
こと

× ― ― ●

(17) 給水装置に関すること × ― ― ●

(18) 量水器の点検に関すること × ― ― ●

(19)
技術の向上及び技能者の育
成に関すること

× ― ― ●

(20)
営農飲雑用水施設の維持管
理に関すること

× ― ― ●

(21) その他業務に関すること × ― ― ●

0 0 0 0 0 0 0 0

開始目標時間内に実現するために
必要な対策

優先度
の

高い通
常業務

１ヶ月
以内

現状の問題点

業務継続計画（ＢＣＰ）用

部署名  水道課（上水道班）

事務分掌 業務概要
必要
人数
(人/日)

優先
順位

開始目標時間　（着手時間）

３時間
以内

１日
以内

３日
以内

１週間
以内

２週間
以内

１ヶ月
より遅

く
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下水処理班 (応急)              

応急業務に関する調査シート（下水処理班）

(1)
下水処理施設の被害調査及び応急復旧対
策に関すること

※以下、下水道BCPより

ア．下水道対策本部の立上げ
災害対応拠点の安全確認等を実施のうえ、下水道対
策本部を立上げ

0.5 1 ●

イ．職員等の安否確認 職員等の参集状況、安否の確認 0.5 1 ●

ウ．下水処理場との連絡調整 下水処理場の参集人員や被害状況の把握 0.5 1 ●

エ．関連行政部局及び民間企業等との連絡
調整

協力体制の確保等 0.5 1 ●

オ．緊急点検　（3日以内に完了） 人的被害につながる二次災害防止に伴う調査の実施 8 1 ●

カ．情報発信（第１報の本部報告）
把握できる範囲で、下水道施設の被害状況、復旧見
通し等について第１報を町災害対策本部へ報告

0.5 1 ●

キ．支援要請 都道府県や協定自治体等への支援要請 0.5 2 ●

11 10.5 0.5 0 0 0 0

２週間
以内

１ヶ月
以内

開始目標時間内に実現するために必要な対策

現状の問題点

業務継続計画（ＢＣＰ）用

部署名  水道課（下水道班）

非常時優先業務
（応急業務）

業務概要
必要
人数
(人/日)

優先
順位

開始目標時間　（着手時間）

３時間
以内

１日
以内

３日
以内

１週間
以内
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下水処理班(通常)              

優先度の高い通常業務に関する調査シート（下水処理班）

(1)
下水道事務の総合調整に関
すること

※下水処理班の応急業務(1) × ― ― ― ― ― ― ― ― ―

(2)
下水道事業会計の経理に関
すること

× ― ― ●

(3)
下水道事業の普及に関するこ
と

× ― ― ●

(4)
下水道施設の計画及び維持
管理に関すること

※下水処理班の応急業務(1) × ― ― ― ― ― ― ― ― ―

(5)
農業集落排水事業施設の計
画及び維持管理に関すること

× ― ― ●

(6)
水洗便所改造資金の融資等
に関すること

× ― ― ●

(7)
受益者加入金の賦課徴収等
に関すること

× ― ― ●

(8)
受益者負担金の賦課徴収等
に関すること

× ― ― ●

(9)
技術の向上及び技能者の育
成に関すること

× ― ― ●

(10)
浄化槽事業の普及に関するこ
と

× ― ― ●

(11)
浄化槽事業の経理に関するこ
と

× ― ― ●

(12)
課内の事務処理及び連絡調
整に関すること

※下水処理班の応急業務(1) × ― ― ― ― ― ― ― ― ―

0 0 0 0 0 0 0 0

業務継続計画（ＢＣＰ）用

部署名  水道課（下水道班）

事務分掌 業務概要
必要
人数
(人/日)

優先
順位

開始目標時間　（着手時間）

３時間
以内

１日
以内

３日
以内

１週間
以内

２週間
以内

１ヶ月
より遅

く

開始目標時間内に実現するために
必要な対策

優先度
の

高い通
常業務

１ヶ月
以内

現状の問題点
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水防班 及び 第一復旧班(応急)          

応急業務に関する調査シート（水防班及び第一復旧班）

(1) 水防に関すること 河川の巡視等、水防箇所の警戒活動の実施 2 1 ●

(2) 輸送経路の確保に関すること
道路・橋梁等の危険箇所の把握・応急処置、 交通路
確保のための障害物除去、 交通規制・迂回措置の実
施（警察等関係機関と連携）

4 1 ●

(3)
建築物応急危険度判定及び被災宅地危険
度判定に関すること

被災建築物危険判定・被災宅地危険度判定の企画・
準備、 危険度判定士の派遣要請

6 1 ●

(4)
河川、道路等、所管施設の被害状況の把握
及び応急復旧対策に関すること

公共土木施設（道路・橋梁、漁港施設、河川・海岸、
公営住宅）の被害状況調査及び応急措置

4 2 ●

(5) 応急復旧資材の調達及び供給に関すること 応急・復旧資材の調達・供給 2 2 ●

(6) 被害状況の把握及び整理に関すること 町内の被害状況のまとめ 2 2 ●

(7)
町営住宅の被害状況の把握及びその対策
に関すること

1 2 ●

(8)
公園施設の被害状況の把握及びその対策
に関すること

1 2 ●

(9)
港湾施設の被害状況の把握及びその対策
に関すること

1 2 ●

(10) 仮設住宅の建設及び入居に関すること

応急仮設住宅の入居手配
災害救助法適用による応急仮設住宅の建設・管理
（県から委任された場合）、 公営住宅の一時使用、 公
営住宅の建設

2 3 ●

(11) 住宅の応急修理に関すること
災害救助法適用による被災住宅の応急修理（県から
委任された場合）

2 4 ●

(12) その他災害復旧に関すること 災害復旧に関するその他のこと ― ― 　（状況に応じて実施）

27 12 11 0 0 2 2

２週間
以内

１ヶ月
以内

開始目標時間内に実現するために必要な対策

現状の問題点

業務継続計画（ＢＣＰ）用

部署名 建設課

非常時優先業務
（応急業務）

業務概要
必要
人数
(人/日)

優先
順位

開始目標時間　（着手時間）

３時間
以内

１日
以内

３日
以内

１週間
以内
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水防班 及び 第一復旧班(通常)          

優先度の高い通常業務に関する調査シート（水防班及び第一復旧班）

(1)
課内の予算管理及び総合調
整に関すること

× ― ― ●

(2) 土木災害に関すること ※水防班及び第一復旧班の応急業務(4) × ― ― ― ― ― ― ― ― ―

(3) 地すべりに関すること ※水防班及び第一復旧班の応急業務(4) × ― ― ― ― ― ― ― ― ―

(4)
公有水面使用及び道路、河川
占用等の許可に関すること

× ― ― ●

(5)
里道、水路に関する改造使用
に関すること

× ― ― ●

(6)
公営住宅の計画及び管理に
関すること

※水防班及び第一復旧班の応急業務(7)、(10) × ― ― ― ― ― ― ― ― ―

(7) 建築確認申請等に関すること × ― ― ●

(8) 都市計画事業に関すること × ― ― ●

(9)
都市公園等の計画及び管理
に関すること

× ― ― ●

(10)
道路、橋梁、河川及び下水路
等の計画並びに管理に関する
こと

※水防班及び第一復旧班の応急業務(4) × ― ― ― ― ― ― ― ― ―

(11) 開発行為に関すること × ― ― ●

(12)
国土利用計画及び土地利用
計画に関すること

× ― ― ●

(13) 優良宅地認定に関すること × ― ― ●

(14)
維持補修班の労務管理に関
すること

× ― ― ●

(15)
本町全事業の執行に伴う設
計、施工及び監理、監督に関
すること

※水防班及び第一復旧班の応急業務(4) × ― ― ― ― ― ― ― ― ―

(16)
その他すべての技術分野に関
すること

× ― ― ●

0 0 0 0 0 0 0 0

業務継続計画（ＢＣＰ）用

部署名 建設課

事務分掌 業務概要
必要
人数
(人/日)

優先
順位

開始目標時間　（着手時間）

３時間
以内

１日
以内

３日
以内

１週間
以内

２週間
以内

１ヶ月
より遅

く

開始目標時間内に実現するために
必要な対策

優先度
の

高い通
常業務

１ヶ月
以内

現状の問題点
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第二復旧班 (応急)          

応急業務に関する調査シート（第二復旧班）

(1)
林野及び農地の被害状況の把握及び災害
危険箇所の応急復旧対策に関すること

灌漑用排水路・農道・ため池等の被害状況調査、応
急措置・応急復旧の実施

2 1 ●

(2)
林道及び農道の被害状況の把握及び応急
復旧対策に関すること

2 1 ●

(3) 応急・復旧資材の調達、供給に関すること 応急・復旧資材の調達、供給 2 1 ●

(4) 被害状況の把握及び整理に関すること 2 1 ●

(5)
農林水産業の被害状況の把握及び対策に
関すること

農林水産業者等の被害状況の把握、 被災商業者に
対する営業再開支援策等

1 2 ●

(6)
商工及び観光業の被害状況の把握及びそ
の対策に関すること

商工業者等の被害状況の把握、 被災商業者に対す
る営業再開支援策等

1 3 ●

(7) 被災事業者への復興支援に関すること 災害復旧に向けた中小企業への融資相談等 1 3 ●

(8) その他災害復旧に関すること 災害復旧に関するその他のこと ― ― 　（状況に応じて実施）

11 0 8 1 0 2 0

開始目標時間内に実現するために必要な対策

現状の問題点

業務継続計画（ＢＣＰ）用

部署名 産業経済課

非常時優先業務
（応急業務）

業務概要
必要
人数
(人/日)

優先
順位

開始目標時間　（着手時間）

３時間
以内

１日
以内

３日
以内

１週間
以内

２週間
以内

１ヶ月
以内
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第二復旧班(通常)          

優先度の高い通常業務に関する調査シート（第二復旧班）

(1)
農業体験施設の管理、運営に
関すること

農地体験施設の被害状況の把握、 施設利用者の避
難誘導等の安全確保措置

〇 1 1 ●

(2) 農業振興計画に関すること × ― ― ●

(3)
農業、畜産業及び園芸の振興
に関すること

× ― ― ●

(4)
農林業構造改善事業の計画、
推進に関すること

× ― ― ●

(5) 林業の振興に関すること × ― ― ●

(6)
農道及び林道の計画並びに管
理に関すること

× ― ― ●

(7)
農業委員会との連絡調整に関
すること

× ― ― ●

(8)
農林業各種団体との連絡調整
に関すること

農林業各種団体との連絡調整（被害状況の把握、応
急措置の指示・調整等）
※第二復旧班の応急業務(1)

× ― ― ― ― ― ― ― ― ―

(9)
土地改良事業（国営、県営事
業を含む。）に関すること

× ― ― ●

(10)
土地改良区との連絡調整に関
すること

土地改良区との連絡調整（被害状況の把握、応急措
置の指示・調整等）
※第二復旧班の応急業務(1)

× ― ― ― ― ― ― ― ― ―

(11)
農林災害復旧事業に関するこ
と

※第二復旧班の応急業務(1),(2) × ― ― ― ― ― ― ― ― ―

(12)
地すべり及び治山事業に関す
ること

土砂災害危険箇所等における防災対策 × ― ― 　（災害予防活動として平常時に実施）

(13)
その他農業の振興に関するこ
と

× ― ― ●

(14)
商業及び工業の振興に関する
こと

× ― ― ●

(15)
商工団体及び商工会に関する
こと

商工団体・商工会との連絡調整（被害状況の把握、応
急措置の指示・調整等）
※第二復旧班の応急業務(6)

× ― ― ― ― ― ― ― ― ―

(16)
観光開発及び町内の祭り等に
関すること

× ― ― ●

(17) 消費者行政に関すること × ― ― ●

(18)
佐々川内水面及び水産業に
関すること

× ― ― ●

1 1 0 0 0 0 0 0

業務継続計画（ＢＣＰ）用

部署名 産業経済課

非常時優先業務
（応急業務）

必要
人数
(人/日)

優先
順位

開始目標時間　（着手時間）

３時間
以内

１日
以内

３日
以内

１週間
以内

２週間
以内

１ヶ月
より遅

く

開始目標時間内に実現するために
必要な対策

優先度
の

高い通
常業務

１ヶ月
以内

現状の問題点
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ポンプ所排水班(応急)          

応急業務に関する調査シート（ポンプ所排水班）

(1) 干拓ポンプ所の排水処理 水防警報が発令された場合のポンプ所の排水処理 2 1 ●

(2) 小浦ポンプ所の排水処理 水防警報が発令された場合のポンプ所の排水処理 2 1 ●

(3) 大新田ポンプ所の排水処理 水防警報が発令された場合のポンプ所の排水処理 2 1 ●

(4) 大新田第２ポンプ所の排水処理 水防警報が発令された場合のポンプ所の排水処理 2 1 ●

8 8 0 0 0 0 0

業務継続計画（ＢＣＰ）用

部署名 建設課、 産業経済課、 委託業者

非常時優先業務
（応急業務）

業務概要
必要
人数
(人/日)

優先
順位

開始目標時間　（着手時間）

３時間
以内

１日
以内

３日
以内

１週間
以内

２週間
以内

１ヶ月
以内

開始目標時間内に実現するために必要な対策

現状の問題点
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ポンプ所排水班(通常)          

優先度の高い通常業務に関する調査シート（ポンプ所排水班）

(1)
ポンプ場の維持管理に関する
こと

※災害時の対応は、応急業務にて対応 × ― ― ●

0 0 0 0 0 0 0 0

業務継続計画（ＢＣＰ）用

部署名 委託業者

事務分掌 業務概要
必要
人数
(人/日)

優先
順位

開始目標時間　（着手時間）

３時間
以内

１日
以内

３日
以内

１週間
以内

２週間
以内

１ヶ月
より遅

く

開始目標時間内に実現するために
必要な対策

優先度
の

高い通
常業務

１ヶ月
以内

現状の問題点
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教育班 (応急)          

応急業務に関する調査シート（教育班）

(1)
教育施設等の被害状況の把握及び応急復
旧対策に関すること

学校施設・設備等の被害状況調査、 被災施設・設備
等の応急措置

2 1 ●

(2)
児童生徒の被害状況の把握及びその対策
に関すること

児童・生徒の被害状況の把握 1 1 ●

(3) 児童生徒の避難及び措置に関すること 避難誘導等の安全措置の指示等 1 1 ●

(4)
文化財の被害調査及び応急復旧対策に関
すること

文化財の被害状況調査、 県教育委員会への報告、
被災文化財の被害拡大防止措置

1 2 ●

(5) 避難所の運営に関すること 避難所の運営 9 2 ●

(6) 教育施設等の応急的利用に関すること
学校施設の確保（二部授業体制、公共施設や隣接学
校の活用等を含む）

1 3 ●

(7) 学校の休校及び再開に関すること 休校措置の決定・周知 1 4 ●

(8) 学用品の供与に関すること
災害救助法適用に基づく、喪失又は棄損した教科
書、学用品の調達・給与

1 4 ●

17 4 10 1 0 2 0

業務継続計画（ＢＣＰ）用

部署名 教育委員会

非常時優先業務
（応急業務）

業務概要
必要
人数
(人/日)

優先
順位

開始目標時間　（着手時間）

３時間
以内

１日
以内

３日
以内

１週間
以内

２週間
以内

１ヶ月
以内

開始目標時間内に実現するために必要な対策

現状の問題点
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教育班(通常)          

優先度の高い通常業務に関する調査シート（教育班）

(1) 公印の管守に関すること 公印の保護・保管 〇 0.5 1 ●

(2)
文書の収受、発送、編集及び
保存に関すること

重要文書の保護・保管 〇 0.5 1 ●

(3) 学校給食に関すること
給食施設の被害状況の把握、 応急給食の実施管理
（応急教育にあわせて実施）

〇 1 3 ●

(4)
教育委員会の会議に関するこ
と

× ― ― ●

(5)

事務局職員及び学校その他
教育機関の職員の任免その
他人事並びに研修等に関する
こと

教職員に対する防災教育・研修等 × ― ―

(6)
教育委員会関係に属する職員
の給与に関すること

× ― ― ●

(7)
学校その他教育機関の設置、
管理及び廃止に関すること

× ― ― ●

(8)
教育財産の管理及び施設の
整備等に関すること

所管施設・財産の被害状況の把握
※教育班の応急業務(1),(5)

× ― ― ― ― ― ― ― ― ―

(9)
規則等の制定、改廃に関する
こと

× ― ― ●

(10)
教育課程内容及びその取扱に
関すること

× ― ― ●

(11)
教科書その他教材の採択に関
すること

× ― ― ●

(12)

校長、教員その他の教育関係
職員並びに幼児、児童、及び
生徒の保健、安全、衛生、厚
生並びに福利に関すること

※教育班の応急業務(2) × ― ― ― ― ― ― ― ― ―

(13)
学校教育及び幼稚園教育の
指導に関すること

※教育班の応急業務(8) × ― ― ― ― ― ― ― ― ―

(14)
所掌事務に係る広報及び所掌
事務に係る教育行政に関する
相談に関すること

× ― ― ●

(15) 奨学資金に関すること × ― ― ●

(16)
学校等の組織編成及び就学
奨励並びに入学転退学に関す
ること

× ― ― ●

(17)
事務局及び学校等の物品の
調達、管理処分に関すること

教育備品の被害状況調査、必要備品の調達手配等
※教育班の応急業務(1),(9)

× ― ― ― ― ― ― ― ― ―

(18)
学校等の教育諸行事に関する
こと

× ― ― ●

(19)
要保護、準要保護及び教育扶
助に関すること

× ― ― ●

(20)
教育委員会に係る事務の管理
及び執行の状況の点検及び
評価並びにその公表に関する

× ― ― ●

(21)
その他、他の班に属しない事
項

× ― ― ●

(22)

公民館、図書館、その他社会
教育施設の設置廃止及び管
理運営（体育施設の管理運営
を含む。）に関すること

※教育班の応急業務(1) × ― ― ― ― ― ― ― ― ―

(23)

社会教育委員、公民館運営審
議会委員、等各種諮問委員会
委員の委嘱、任免並びにそれ
らの会議に関すること

× ― ― ●

(24)
社会教育（社会体育、スポーツ
を含む。以下同じ。）学級及び
講座の開設に関すること

× ― ― ●

業務継続計画（ＢＣＰ）用

部署名 教育委員会

事務分掌 業務概要
必要
人数
(人/日)

優先
順位

開始目標時間　（着手時間）

３時間
以内

１日
以内

３日
以内

１週間
以内

２週間
以内

１ヶ月
より遅

く

優先度
の

高い通
常業務

１ヶ月
以内

　（職員の防災教育は、災害予防活動として
平常時に実施）
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教育班(通常)          

優先度の高い通常業務に関する調査シート（教育班）

業務継続計画（ＢＣＰ）用

部署名 教育委員会

事務分掌 業務概要
必要
人数
(人/日)

優先
順位

開始目標時間　（着手時間）

３時間
以内

１日
以内

３日
以内

１週間
以内

２週間
以内

１ヶ月
より遅

く

優先度
の

高い通
常業務

１ヶ月
以内

(25)
成人教育、青少年教育等の
他、公民館の事業に関するこ
と

× ― ― ●

(26)
社会教育関係団体の指導育
成に関すること

× ― ― ●

(27)
社会教育の調査、研究及び統
計並びに資料や広報に関する
こと

× ― ― ●

(28)
講習会、講演会、研修会等集
会の開催並びにこれらの奨励
に関すること

× ― ― ●

(29)
社会教育に必要な設備、機器
等整備及び提供に関すること

× ― ― ●

(30)
町内会公民館の育成及び連
携に関すること

× ― ― ●

(31)
文化財の保護顕彰及び資料
館の充実に関すること

× ― ― ●

(32) ユネスコ活動に関すること × ― ― ●

(33)
町内の私学（勤労青年）振興
に関すること

× ― ― ●

(34)
勤労青少年ホームの管理、運
営に関すること

× ― ― ●

(35)
文化会館の管理、運営に関す
ること

× ― ― ●

(36)
その他社会教育に関するこ
と。

× ― ― ●

2 1 0 0 0 1 0 0

開始目標時間内に実現するために
必要な対策

現状の問題点
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